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〈平成 17)年 9月 14日，民集 59巻7号 2087頁)や投票価値平等訴訟最高裁
判決 (2011<平成 23)年 3月初日，民集 65巻 2号 755頁)等の展開の中で
民主主義実現における選挙権の意義が次第に重視され，判例の違憲審査基準も

















































研究会編(編集代表辻村みよ子)~フランスの憲法判例 IIJ 信山社 (2013 年) 181 
頁以下参照。
(9) Bruno Daugeron， La notion d'election en droit constitutionnel， Contribution a 























































































(14) A. Esmein， Elements de droit constitutionnel， 1896， p. 188 et s. 
(15) R. Carre de Malberg， Contribution a ωtheorie generale de l 'Etat， t. I!， 1922， p. 




















(16) 辻村前掲 n権利」としての選挙権~ (前注(2 ) 149， 157-158頁，辻村『市民
主権の可能性」有信堂 (2002年)43頁，注6，杉原泰雄『同民全権の研究」岩波
書庖(1971年)156-159頁参照。ルソーが「国家が l万人のIfHとからなる場合に・



































(19) 辻村前掲書(前注(2))155-168頁， 186-188頁， L. Duguit， Traite de droit 
constitutionnel， 1.2， 3" ed. 1928， p.587; P. M. Hauriou， Precis de droit 
co附 titutionnel，1929， 2" ed. p. 567; G. Vede!， Manuel elementaire de droit 
constitutionnel， 1949， pp.144-145;M. Duverger， Institution tolitique et droit 
constitutionnel， 1. 1， 12" ed. 1971， pp. 100-103; B. Chantebout， Droit constitutionnel 


























判決が合憲判断を下した。 DecisionnO 2008-573 DC du 8 janvier 2009， Decision 
nO 2010-602 DC du 18 fevrier 2010.フランス憲法判例研究会編(辻村編集代表)
「フランスの憲法判例IT.l信山社 (2013年)no.36 C只野雅人執筆〕参照。なお，
憲法院は，元老院選挙にも人口比例原則を適用すべきことを明らかにしているが
















































































































































これに対して， 日本の最高裁の 1976<昭和 51)年判決以来の「選挙権は…基本
的権利」という用法における権利の本質は必ずしも明らかで-はない。なお，最高裁
















































































〈平成6)年まで定数是正されず最大較差が l対6.70に及んだが， 1996 <平成
8)年9月 1 日判決(民集50巻8号2283頁)は最大較差 l対6.59について
初めて違憲状態と断定し，合理的期間論によって最終的に合憲と判断した。
2000 <平成 12)年の定数是正後， 2004 <平成 16)年 1月 14日， 2006 <平成












































































































14条説(芦部説等)のほか， 15条 l項説(辻村説，高橋説)， 43条説(樋口
説)(ペ 44条説(長尾説)(42)などが主張されたが，最高裁は，これらの区別や














































































前記 1983<昭和 58)年 11月7日最高裁判決反対意見や 1985<昭和 60)年7
月17日最高裁判決少数意見以降，将来効判決等の可能性が繰り返し示唆され，
選挙無効をも辞さないとする傾向が強まった。
(47) 高橋「議員定数配分の不平等」奥平康弘=杉原泰雄編「憲法学 4~ 有斐閣(1976




























































(50) 2013 <平成25)年 1月28日広島高裁岡山支部判決(裁判所ウェプサイト，
TKC法律情報データベース)参照。
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決がようやく出現した。その背景には，近年の一人一票実現をめざす市民運動
や選挙による政権交代の実現などの要因がある。憲法学界では，逆に主権論・
選挙権論が停滞し，選挙権権利説にも理解不足が残った点については当事者と
しての責任も禁じ得なL、。しかし， I国民主権を実質的に保障するためには，
国民の多数意見と国会の多数意見が可能な限り一致することが望まれる。…国
政選挙における投票価値の平等は，国民主権・代表民主制の原理及び法の下の
平等の原則から導かれる憲法の要請であるJ(広島高裁岡山支部 20日〈平成25)
年11月28日判決)と明ポして選挙の無効にまで踏み込んだ裁判例が出現した
ことは，一歩前進と言えるであろう。
最高裁や憲法学界・政治学界を含めて，広範な視点から 70年代以降の主権
論争・選挙権論争の意義を再び問い直し，今後の民主主義・悶民主権の実現の
ための投票価値平等の重要性ぞ再認識する理論的な営みをさらに深化させなけ
ればならなL、。
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